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インフレ利益と名目資本会計

一一ドイツ・イ γプレージョ γ(第一次)の会計的考察 (1)一一

中居文冶

ま え が き

会計学通説においては，イ Yプレージョ Yの過程において従来おこなわれて

きた名目資本会計がおこなわれると「架空J利益が計上され，それが租税・配

当等の形態。で企業外に流出すると「実体資本への食込」を生じ「資本維持」が

不可能になると説かれ，したがって「架空」利益を排除しなければならないと

して，そのための種々の会計理論・方法が主張されてきた。従来，いわゆるイ

ソプレーヨノョン会計の分野においては，ィ γプレージョソ期における「架空」

利益の計上は自明の事実であるかのように理解され，この「事実j壱ほとんど

疑ってみようとさえしなかったといってもよいであろう。実際にはイ γ フレー

ジョンは，経済学で説かれるごとし自動的・強制的な富と所富の再分配の過

程であって，企業(とくに大企業)は一般に，真の利益，ィ γフレ利益を大い

に享受したのである。

イYプレ利益は，インフ Vージョ γの下での自動的・強制的な富と所得の再

分配の結果，生ずる真の利益である。個々の財の価格騰貴はイソプ!/-'/'"， Y

の際にはきわめて不均等であり，貨幣価値の低落に相当するだけの価格騰貴が

一律に生じているわけでないから，需給関係等による(インフレ)利益も発生す

るわけであるが(広義のインフレ利益。第 1章参照)， 会計上の概念としては狭義

に解釈し，貨幣価値下落にもかかわらず，諸経済取引(一般経済計算)が名目

価値のままでおこなわれる結果，生ずるところの富と所得の移転によるものを

イγ フレ利益とよび，したがコて，それを貨幣(厳密にし、えば，不換紙幣，以

下岡山価値変動利益に限定したい。(そのもっとも典型的なものは債務者利
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潤である。)これは，個々の経済主体(とくに企業)にとっては利益としてとら

えられるものであるが，その利益の発生の裏には，インフレ損失をこうむる経

済主体が存在し，総体経済としては，イ Y プレ利益はインフレ損失と相殺され，

そこにはなんら価値は生みだされていない。そしてこのインフレ利益は，名目

資本会計，貨幣価値変動会計その他いかなる会計方法がおこなわれようと，主

た財務諸表に計上される利益の有無・その金額のしサ、んにかかわらず，現実に

存在する真の利益であって架空の利益ではない。

架空利益とは，名目資本会計ではイ γ フレ ショ Y の際にも，貨幣価値低落

を考慮して会計計算がおこなわれぬため，真の利益(実質利益)を超えて計上さ

れる名目上の利益であって真の利益でない。(同様に貨幣価値低落不考慮の結

果，他方では，真の利益が計 kきれず架雫損失が発生する。〉しかし，貨幣価値

変動利益が発生するときは，両者の量的関係し、かんによって，前者が生じても

後者仁よって相殺され，財務諸表上には架空利益が計上されぬことがありうる。

通説では"一般に架空利益にのみ注目し，貨幣価値変動利益を無視するので，

両者の相殺によって，計上利益が架空別益でない場合でさえ架空利益が発生し

ているといわれる。(その場合，通説が，貨幣価値変動を一般物価指数変動と

同一視する点に問題点がのこるが， ここではそれに立入らない。)さらに， 貨

幣価値低落にもとづくもののみならず，時価の上昇にもとづく価格騰貴利益一

般をも架空利益としてと切らえて，それの排除を主張する論者もある。これらの

場合を，本来の架空利益と区別するため「架空」利益をよびたし、。

これらのことを前提として，私は，企業(とくに大企業)がインフレ-.y浬

yによってどのような影響壱うけ，またそれにどのように対処してきたかを会

計的側面から考察し，さらにし、わゆるイ Y ァ ν--;/ョγ 会計がどのような役割

をはたしたかを解明してみたい。そしてこのような目的から，本稿では，第 1

次世界大戦後のドイツの未曾有のイ γ フレーショ Y 期壱対象として，まず;(i) 

イy フレーシ当 yによフて大企業にインフレ利益が発生した事実をあきらか

にするとともに，名目資本会計によってもかならずしも「架空]利益が計上さ
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れるとはかぎらないことを論証し(以上本号， CJ下続稿の予定)，ついで， (2) 大

企業が獲得したイ νフレ利益の計上および分配の阻止に成功した事実壱指摘し

て，従来の会計理論および法律がこのことにはたした役割を考察し，さらに，

(3) 主として税法への対処およびインフレ利益不計上方策の合理化のために新

たな会計方法が展開された過程そ考祭する。

I イン7レ利益の発生

軍事費による膨大な財政の赤字，それを補填するための公債発行，そしてぞ

れにともなう紙幣増発とい告過程をとった第 1次世界大戦中のドイツの財政政

策は，大戦中すでにイ γプレーショ ν壱内包していたが，戦時統制jの強化等に

よってまだそれは潜在的な状態にあった。しかし，敗戦後においては，やはり

戦時中と同じように，租税増徴による財政均衡政策はとられることなし主と

して敗戦処理費(賠償をもふくむ)の財源調達のため，ひきつづき公債発行・

紙幣増発の政策が継続かつ進展せしめられたことや，一方，経済統制が無力化

し，また戦時封鎖経済から世界経済へ復帰したことにともない，インフレー γ

.'"は顕在化し，いちじるしい進行壱示した。

元来，ィ γ フレージョ γは常に富と所得の再分配の恐るへき手段となるもの

であって，一般に労働に不利，資本に有利な分配関係を強制的にもたらす。

またそれは概して企業家や生虚子段の所有者に利益をあたえ，特に産業資本

家の地位を強固にし，他方，労働者の実質賃金を低下させ，中産投資家，すな

わち利子，配当のような固定所得で生活している証券所有者を潰滅させる~そ

の富と所得の再分配は，とくに実質賃金の低下と債務者利潤・債務者損失の発

生をとおしておこなわれるといヮてよいであろう。またこのような事実は，第

1次世界大戦後のドイツのイ Y フレ-Y"g:'/においても，もちろんその例外で

はなかった。とくにこの場合には，貨幣価値下落の程度がはなはだしかったの

1) C. Bresciani-Turroni， The ECQnomiqο'I Inftalion~ L，ondon， 1937， p. 286 
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で，未曾有の富と所得の再分配がおこなわれたのである。

事実，イ Y フレ--;/ョ γの進行につれて，名目賃金は上昇したが，物価上昇

第 1表 1919年から1923年のドイツの実質賃 との聞につねにタイムラグを
金(週給)指数 (1913年~100)

|国鉄労働者
働鉱山者労

熟練工 I~熱線
植字工

1919年 92 120 82 72 

1920年1月 67 90 80 61 

1920年12月 66 88 部 67 

1921年1月 72 96 84 66 

1921年12月 72 96 91 77 

1922年1月 69 94 83 72 

1922年12月 55 76 62 53 

1923年 1月 44 61 48 43 

1923年12月 58 66 73 68 

J. Kuczy刀ski， Die Geschichte der Lage der 

A，b酎，"間 Deutschl附 d von 1789 bis 叫 dit

生じたため，貨幣価値低落壱

カバーするにいたらず，実質

賃金はし、ちじるしく低下した

(第 l表)。さらに実質賃金が

最低生計費を下まわるという

事態さえ惹起Lた(第 2表)0

vーデラーのおおまかな試算

によれば. I労働者，俸給所

得者 1人平均 500"ノレクの実

質賃金低下を四年間に限定し

Gege問削， Bd. 1， Teil 2. 6. Au宜， 1954-. S. 224- て1200万ないし1400万の従業

者(商工業のみ，農業をのぞく)壱想定すれば，不払賃金として産業がえた金

額は毎年60億ないし70億マノレク，すなわち合計240億ないし280億金マノレグとな

る。」めこの金額を，国家の歳入歳出と比較し{第3表).あるいは戦前のドイツ

の賃金・給料の総額が牢 250億マノレグであった"ととと対比してみれば，その

大きさがほぼうかがわれるはずである。

実質賃金の低下は，企業にとっては不払賃金の増大を通じて労務費の減少を

結果し，製造原価の，そしてまた販売費・一般管理費をふくむ総原価を減少せ

しめることによって，莫大な利潤壱もたらしたのである。(当時のドイツり賃金

は，他の大工業国で支払われるものよりはるかに低し 1922年のアメリカ関税委員会の

調香は， ドイツ丁業はー舵的な低賃金から世界貿易上大きな利益をうけていたという結

2) Lederer， Umschichtung dei-EinkQffirnen und des Beda.lI，;， in B. Harffi，; (H1.~g.) ， 

SIγuktU'pu開'"伽gende1' deutsch帥 Volks品irtschaft，Bd. 1， 2. AufL.， 1929. s. 52 
3) Bresciani-Turroni， ot. dl.， p. 196 
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第 2表 ベノレリゾにおける左官の賃金と
最低生活費 (単位 マノレク)

1913年 1914年

週 品桔 I jjt 1民生f舌費
川夫婦二児家族〉

28.80 

304.00 

327.00 

298.00 

311.00 

1920年 3月

6月

9月

12月

1921牢 3月

6月

9月

12月

1922年 3月の

6月

9月

12月

1923年 3月

6月

9月

12月

41.82 

204.70 

299.00 

312.80 

312.80 

324.30 

324.30 

∞
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∞
回
∞
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h
U
出

町

mm
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3

U

印

刷

蜘

32.44 V:/テンマルクI30.89レンテ γ マルグ

Kuczynski， a. a. 0.， S. 227 

第 3表 インフレ期のドイツ国歳入
(単位 100万全マノレタ)
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論を下しているの。)

富と所得の再分配は，

債務者利潤・債権者損

失において最も端的に

あらわれる。諸経済取

引における名目価値計

算の原則すなわち 1~

ノレク =1""""ノレグの原則

が貨幣価値変動にもか

かわらず固持されたの

で，マノレグ価値の低落

は，債権者に対しては

貨幣価値変動損失(債

権者損失)を債務者に

対しては貨幣価値変動

利益(債務者利潤)壱

もたらした。(ただし，

外貨建の債権・債務は

一般に貨幣価値下落の

影響をうけなかコた。)

銀行預金，社債・公債

の形態でもっぱら債権

のみを所有していたの

は，中産階級，小所得

者であって，かれらは

会計年度 l租税')1葉動公"1その他')歳額入"j総 1 歳額2入)][総

1920 4091 7042 133 11266 8497 

1921 5236 6627 101 11964 8194 

1922 352宮 6345 51 9965 4816 

1923 1496 11836 181 13513 8054 ( 9ヶ月のみ)

1) 生計費指数による換揮. 2) 卸売物価指数kよる換算a

なお歳入総額と歳出総額は等しL、。
D，叫 schlandsWirtschaft， Wahrung und Finanzen.-1m Auf 

trage der Reichsregierung den von der Repaγ'utionskom 
mission eingesetzten Sachverstandigenausschussen ubergeben， 

1924， S. 30/31 

4) Brescianト Tl1rTOm，ibid.. p. 233 
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ィγ フレーショソの激化とともに，これらの所有債権壱実質的に喪失したので

ある。これに対し，産業・大資本は，債権号も保有していたとはいえ，取引債

権など多くは総資本としては相互に相殺されるものであり，またその他の債権

にしても，銀行(とくにライヒ λ パンク)からの借入，社債の発行等による膨

大な債務からみれば問題にならず，イ Y フレ一、ンョ:/によって債権者の喪失し

ただけのものを，素子で利得したのである。 1913年には，諸産業会社主上債の額

は46億600万マルグ，貯蓄銀行，銀行，保険会社，協同組合に蓄積されていた預

金の額は44C章マノレグにものぼっていたが， このような巨額の債権は， イγ プ

レージョンによって消失したのである九すなわち， このようにしてp 過去の

膨大な富の蓄積の企業への振替流入が生じたのである。(たと手ば第4表，第

5表にみられるように大企業の巨額の負債はインフレー γ ョンによって実質的

に返済をまぬがれたのであった。)

2 

以上のような，資本に有利な富と所得の再分配の成果を最もよく享受したの

は，ほかなら自大企莱とくに大工業コ Y ツェルンであった。インフレ-'，./"':/に

第4表 へノレリン証券取引所上場47祉の資本・負債の変化
(単位 100万金マルクまたはライヒスマルク)

|エ業|商業|保険業|運輸業 1総計

会社数 22 6 14 5 47 

1913/14年

資本金 121.9 52.6 30.1 35.1 239.7 

積立金 22.5 7.9 50.7 3.6 84.7 

負 債 93.1 186.6 30.3 49.1 359.1 

1921年

資本金 106.7 19，1 25.1 57.8 208.7 

積立金 8.2 2.0 17.4 4.5 32.1 

負 債 32.2 7.1 41.2 9.3 89.8 

Wirtschaft u仰dStatωtik， ]g. 4. 1924. s. -780 

，5) Brescianl-Turroni， ibid.， p. 318 

よる利益を最もよく享

受するには大資本が必

要 Cあれまたその利

益によって他会社買収

などがはかられた結果，

資本の集中が激化し，

それによって上り大き

くなった大資本は，さ

らに多くのインフレ利

益獲得をめざし，また
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第 5表 ドイツの株式会社の貸借対照表における資本構成の変化
(単位一 100万マルク)

年度

[ 全 株 式 会 社 l 人資本自己資~! 他本人資B M|B/(A特+〕B) 木自己資Aの!他木く B E| A(A特+〕Bi 

戦前設立会社

1913ー 1914 14745 32688 6733 41.4 

1924金マノレタ貸借対照表 12147 5455 31.0 11 10601 2661 19.9 

1924-1925 12329 10299 45.5 11 10838 4092 27.4 
戦中戦後設立会社

1924金マルク貸借対照表 3509 1383 1165 26.9 

1924ー 1925 3637 3739 50.7 11 3236 2374 42.3 

Wirtschaft 1州 dStatistik， Jg. 6， 1926， 5， 366; W. Woytinsky， Die Welt叩 Zahlen，
Bd. 5， Handel und Vcrkehr， 1927， S. 33D 

事実，獲得したのであった。戦前まで，ジY ジケート形態で横断的集中壱進め

ていたドイツの大工業資本は. (戦時中をふくめて)イソフレ-'/ョ γ 期に縦

断的集中をコソツェノレγ形態によって遂行した。当時，企業数は増大したが，

これはイ Yアレ-;yョンによって企業淘汰過程が阻害されたこと') (破産の激

減. 1913年，月平均813件， 1923年，同1倒的や1920年以後，税制改革により Fusion

形態による合併には高税が課せられたことペ あるいは複雑な組織により利益

隠蔽引討、ろうとした町ことなどによって，もっぱらイ γ テレヅセ Y ゲマイ γ

ジャフト， 資本参加 (Beteiligung) の形態でコ Y ヅェノレソが形成されたこと

によるものであって，資本集中の傾向はなんら妨げられていなかったのである。

これらのコンツヱノレン企業は，原料の確保，低金利金融の享受，外国為替の

取得，有価証券発行等の面にわたって，非コ Y ツェノレY企業に比べていちじる

6) Wagenfuhr，“ Dre Ind田 triewirtschaft:Entwicklungstende且zender deutschen und 
internationalen Industrieproilnktion 1860 bis 1932"， 'Vierteljahrshejte 2ur KonJunル

tu〆l'円 chung，Sonderheit 31. 1933， S. 28 
7) H. Beckerath， Krafte.， Ziele切 nd ["estaltu仰genin d.er deutschen Inauslriewげ tschαifl.
2.Au但， 1924， S. 52; A. Tros， Der Aufbau der E~sen 閉 包deisenvet'arbeite匁 d'πIndustrie-

Konze'J'ne Deufse.h1ands， 1923， 55. 192-4; K. GpiJp.r，' Ge:ullschaftliche Organi皿 honミifor.

mcn des neuen Wirtschaftsrechts， 2. Aufl.， 1922，. 55.. 70;剖 ;.5. Duschnitsky， Das 
Kon.ze...n-P...oblem unte... Berl1c.ksic.htigung de... .~chmげ間相馬削e J'en Wげ tschaft包m Nac.h-

kriegs-Deutschl田~d ， 1927， 5. 151 
..8) R. Llefmann， Beteil1gu仰 gs-11.冗 dF円削zie1lu.ngsgesellst;haften，3. An刊， 1921. 5. 55 
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し〈有利な地位にあしこのイ Y フレーγ.:/期に大いに利益を享受したので

ある。

当時，敗戦による領土奥失や，戦勝国への原料の強制納付などの結果，原料

資源の不足がし、ちじるしかった。一方，生産の継続には安定した原料の獲得が

不可欠であるが，当時こうした条件をみたしえたのはこ4γ グェノレン企業のみで

あれまたコ γ ツェノレγ企業の、ン Y ジケートにおける自己消費特権の行使 (19

24の年数字であzが，自己消費特権者は，石炭 Zトソあたり 2.95ないし3.45マルグだけ，一

般価格より安〈取得でき，精錬工業 (Huttenzechen)コンツェルン全体で2400万トンの

自己消費量を確保していたので， 7200万ないし83∞万マノレクのr'fU益」をえたのである)')

とあいまって，コ Y ツェノレY企業と非コ γ ツェノレ Y企業との格差は増大するば

かりであった。当時， コγ ツェノレγ に参加することなしには正常な経営の継続

さえ不可能であったといってもいいすぎではないであろう。原料確保のための

企業提携の例を二，三あげると Henschel-Lothringen-Essen コYツェノレγ

の形成は1920-21年の原料危機に対処するためのものであったし町， AEG と

Linke-Ho宜mann との聞の生産契約は， AEGにとって原料基盤の拡大に意義

があった叫。 また Krupp は 1~ZO年には Helene u. Amalie鉱業組合と，

1921年には KonsLanLinder Grose鉱業組合とイ yテレッセ Yゲマイ:/'/ャ

フト契約を結ぶことによって，それぞれ1015TトY および2763千ト γの石炭供

給を確保した叫υ まさに，重工業ヨ V ツ4 ノレγ とその支配下にある vνジケー

トが原料市場を支配してし、たので，完成品加工業は原料市場および原料ジ γ ジ

ケートの販烹政策から独立するためには，原料士業kの結合を余儀なくされ町，

原料確保の面からコンツェノレγ形成が促進され，それに成功したコ y ツェノレγ

企業のみが大いなる利益を享受したのである。

9) Frankfurteγ Zeilunp: von 26. 11. 1924 (Duschnits孟y，a. a. 0.. S. 216/7) 
10) Duschnitsky， a.ι0.， S. 157 
11) Duschmtsky， a. Qo 0.， S. 158; 
12) DuschOltsky， ao a. 0.， S. 171 
13) Becke:ratb， a. a. 0.， S. 60 
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貨幣価値低落にもかかわらず，債権・債務関係に名目価値計算が適用されれ

ば，債権者は損失をうけ債務者は利益を得るゆえ，このイ γ フレ-S/，.Y期に

も信用に対する需要が増大したのは当然であった。まさに，ィ γフレ シ三 y

期の最良の金融方法は債務の獲得であった問。各コ Y ツェノレV は，銀行壱通じ

て，あるいは1922年夏以降は直接に，ライヒスパングから膨大な信用を獲得し

た。市中銀行金利は，貨幣価値低落につれて，債権者損失壱回避すベ〈プレミ

アムが附されていちじるしく騰貴したにもかかわらず，ライヒ月ノミ γ クの金利

はきわめて低(， 19日年から1922年 7月まで年 5%にすえおかれ，その後の引

上げも貨幣価値低落の程度にくらべれば，きわめて微品で，ほとんど無利子に

等しかった。〈イソプレーシー Yの激11:;とともに，とくに 1922年以降は信用銀行による

信用はほとんど途絶するに至札 ぞの汗めヲイヒスパソク白金融が一層，重要性をもっ

てくることになったが，そのライヒスパンクは，支配的企業グループの庄力にま勺た〈

屈して，低金利金融寺つづけたのである向)。しかも，返済は減価した紙幣でおこな

われたのであるから，信用を受ければ受けるほど債務者利潤を多く獲得できた

わけで，ィ γフレージョ Y の進行につれて信用に対する需要は急増した。この

ライヒスバ Y クの低金利金融をもっともよく享受したのはコ γ ツヱルン企業で

あった。(ライヒスパV グ当局は，金利引上げが，イ γ フレーシ三ンを抑圧するとは考

えず， むしろある種の信用割当制をおこなって，適当な会社にのみ便益壱与える方が好

ましいとさえ考えていた町。)当時， 自身において容易に融通手形{“ Handelswe-

chscl ")を発行しうるよ~/ツェノレンは，また容易にライヒスバンクにおいて

も低利率で信用を得ることができたのである町。またプリオンによれば，当時に

おける「ヲイヒスパVグの信用政策の特徴は， 財界に刻して制限信用(Restriktio-

nskredit) の名の下に以前のようになお信用の供給を続けた点にあった。 企業は

この貸付けられたマルクをもって商品，原1S'，外国為替， さらに土地，機棋を購入し，

14) P. Leitner， Di~ Selb.stkosten-Be1'8Ck削州g industrietl er Betriebe， 8. Aufi.， mit eine四

Anhang侃berFinanz-und Pretspolitik bei si匁 kendemGeldweYt， 1923. S. 383 
15) 1I. Mendersh<tu::;en， Two P{)stwar Recoveries of the Geγman Economy， 1955. S目 34
16) Bresciam-Turroni， op. cit. p. 77 
17) I3eckel'ath， a. a. 0.， S. 82 
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後になって価値の下落したマルグをもって債務を返済したのである。 融通手形(We

chselreiterei)が巨額に作成された。それはことに大コシツェルンの内部において作成

された。 私が偶然にみることのできた書類によれば， ある大コシヅエノレYは1923年

の1且から 9月までに約1000万ドルに相当するマルク手形をヲイヒスパンク C割引した。

しかもその半額以上は純然たる融通手形であった。そしてその手形は満期日にはわずか

100万ドノレに相当する価値を有 Tるにすぎなかった。JIBl さらに':'"1'y ツェノレヅ内部の

提携会社は相互に原料，半製品，製品を供給しあい，またそれに対して相互に

手形を振出し，ライヒスノ、V グその他の銀行で割引壱うけたのである問。また

1922年 1月から1923年12月までライヒ九パγクは 2415億金マノレグを信用とし

て産業に与えたが，その返済は全額が減価した紙幣マノレグでおこなわれたので

ある町内また当時の信用銀行の預金 (Kreditoren) 残の減少 (19大信用銀行の預

金残は.1913年6825. 1918年12972. 1919年4034..192口年4288. 1921年3013. 1922年10

98. 1923年1336各百万金マノレタ叫)は， すべて産業資本へ融資の形で振替流入し

たとみても大きな誤りはないであろう。(もっとも，インアレージョン期間中に企

業が銀行信用によってえた債務者利潤総額は資料がえられないため， とらえることがで

きない。)このようにしてえられた資金はもっぱら，実体価値購入に，また他会

社支配のために利用された問。 コソツェノレ Yは実体資本喪失どころではなく，

少なくとも一つには前述のような債務者利潤によって膨大な実体価値を獲得し

たのである。イ γ フ V ーγ ョY収束後にあきらか仁されたように，企業とくに

コγ ツェノレγ企業は，不要資本，過剰資本さえかかえこんだのであって，貨幣

価値下落によりなんら損失はうけなかったのみならず，むしろそれによって積

極的に利益をさええたのである υ

債務者利潤は，以上のような銀行信用によるほか，企業に課せられた法人税

18) W. Pnon， "Kredltpollt出 undRuhrka.叫Jf (1923)"， Sohmol!tJ'Ys Jahvbucher 1925， JT 
58. 128-130 (Duschnitsky， a. a. 0.， 55. 139-140) 

19) Bresciani-Turroni， op. cit.， p. 209 
20) 1. Faingar， D吋 En-twickl削 tgdes demscheωMonopolkaPitals， Berlin， 1959. S. 98 
21) R. Goldschmidt， Das deutsche GγosbunkT.α:Pilru in seine1' 伺"何日仰 Entwickl似似g

1928， S. 48 
22) R. Lewinsohn， Die Umschichtung der eurupa'isclwn Vermδgen， 1925， s. 42 
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その他の諸税の支払からも生じた(続稿参照)。さらに企業は，従業員や顧客か

らの預り税金(所得税の源泉徴収や取引税によるもの)からも，かれらからの徴

収固とそれの国庫への納入日とのタイムラグによって債務者利潤を獲得した。

，1923年夏一一マルク下落の非常に激しい持一一ーでさえも，賃金に対する租税

は国庫に納入される前に，平均二週間位，企業家の手中にとどまってし、た。か

くして企業家は労働者階級が実際に支払った税額の大部分を自己の利益のため

に使用した。産業家および商人が販売のさいに購買者から徴収した取引税は，

各四半期末の翌月む〔同庫へ〕支払われた。J23)

さらに短期の取引債務および長期債務(社債等)の価値下落した紙幣に上る

返済によって生ずる債務者利潤も莫大なものにのぼったの (続稿参照)

以上にみるような原料欠乏坊における原料の確保，低金利金融の享受のほか，

有価証券の発行，製品の高価格による販売(暴利取締令の無視)，債権者損失を回

避し実体資産を安価に取得する手段としての外国為替の取得，さらにコンツェ

ノレγ企業相互聞の売上税課税の免除など，いずれもコ γツェノレγ企業以外では

容易に達成できないものであった。インフレ-..yョ Yの下でコ Yヅェノレγ企業

はこうした諸手段によって取引利益を確保し，債権者損失壱相殺・回避し，債

務者利潤を享受したのであった。これにひきかえ非コ yツェノレ γ企業とくに零

J細企業は， 取引条件の悪化(たとえば現金買，前払金支払を強要されたことなど)

とともに取引利益の確保すら困難で，債権者損失になやまされ，もっぱら紙幣

マノレグ亡の名目利益，架空利益をえたにすぎなかった。

「貨幣資産・実体資産はイ Y/V-:/'gY期に，一部は自動的に一部は超過

利j閏として工業コンツェノレンに流入し，これによってコ Y ツヱノレンは 基本

;的国民経済価値の所有者となった」叫の Pあれ また「皇帝とユ Y カーは敗北

を喫したが， ドイツ工業は勝利をえた。われわれの状態は今日し寸、なるときょ

23) Brescianr-Turroni， op. cit.， p. 72 
24) Duschmtsky， a. a. 0.， s. 192 
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りも， 良好であるfめと Car1Duisberg叫に192口年 7月， フラ γ グフルトに

おける工業家秘密会議で発言せ Lめるにレ、たっていたのぐある。

E 名目資本会計と「架空」利益

以上のように，第 1次大戦後におけるドイツのイ γ フレ期には，インフレ利

益が真の利益として(とくに大企業の場合にし、ちじるしく)発生したのである

が，イ γ フレ利益が名目資本会計の下でどのように貸借対照表に反映するかを

ここでまず簡単にみておく。←般には，イ Yフレ期に名目空手本会計をおこなう

と，貸借対照表には「架空」利益Jが計上され，それを企業外に流出させると企

業資本そのものが喰込まれ侵害される 3 といわれるのであるが，はたして単純

にそのようにし、ってよいものかどうかを吟味してみたし冶 (ただし，以下の場

合，問題となる価格変動については，財価値変動や需給関係によるものはない

ものとし，もっぱら貨幣価値低落によるものを前提する。)

貨幣価値低落期に名目資本会計を固持するときは，貸借対照表・損益計算書

に計上される数値は，貨弊価値をそれぞれ異にする時点のものが集計される ι

ととなるゆえに，計算単位を異にする数値の和， すなわち異質物の混合となっ

て，企業の正確な財政状態・経営成績が不されないことはいうまでもないが，

そこに言l上された利益が架空利益であるかどうかは別の問題である。(正確な

計算は，会計数値を同一貨幣価値水準に換算するところの金7 ノレグ会計・貨幣

価値変動会計の適用の下でしかおこなわれない。)

貸借対照表を構成する現金(不換紙幣)，債権(預金を含む)，債務，固定資

産，棚卸資産，資本の諸項目は，インフレにより，形式的あるいは実質的にど

のような影響をうけるであろうか。(紙数の都合でごく概要をのベるにとどめる。〉

現金については，貨幣価値低落にともない，その単位あたり購買力が減少す

25) Zit阻止 nachder Zeitung“Roteγ Siern" von 11. Nov. 1944 (F剖 ngar，a. a. 0.， S. 95) 
26) H，叩db，叫 derde叫 sclien Aktien-Gesellschaften， Ausgabe 1921-22， 1によれば Bayer-

の取締役社長， Badische Anihn-Soda， Hochst等の監査役である。
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るゆえ，貨幣価値変動損失(現金保有損失，イ νフレ損失)が発生する。名目

資本会計では貸借対照表上にはそれが損失として計上されず，いわば秘密損失

にとどまるが，金マノレグ会計では貨幣価値変動損失として明瞭に計上される。

たとえば，期首の現金在高10を，貨幣価値が半分に下落した期末になお保有してい

る場合，期末には，期末貨幣価値で10の貨幣価値変動損失(現金保有損失〕が発生し

ている。これは名目資み会計 tはなんら計上されないが，金マルク会計では，

〈借方) 貨幣価値変動損〔現金保有損失) 10 貸方) 貨幣価値修lE 10 

の&:.1院がなされて，計上されることになる。

(本稿では，仕訳・勘定記入その他壱前進法計算によって示す。)

債権は現金と同様に考えられる。貨幣価値下落時に名目債権額の返済壱うけ

れば，名目額と実質額(貨幣価値換算額〉の差額だけの実質的な損失・債権者損

失(貨幣価値変動損失〉が発生する(受取期日以前でも貨幣価値下落にともない

未実現損失が生じている)。それは，名目資本会計では貸借対照表上には損失

としては計上されないが，それに相当するだけの現金等が小足し，かっ計上利

益がそれだけ少なく表現されることによって損失の発生が認識されよう。そし

てこの種の損失もすノレク会計では貨幣価値変動損失として明瞭に計上される。

債務については債権とは逆に，貨幣価値下落時には，その名目額だけ返済す

ればよいのであるから，名目額と実質額(貨幣価値換算額)の差額だけの実質

的な利益・債務者利潤(貨幣価値変動利益)が発生する(支払期日以前でも未

実現利益が発生している)。それは名目資本会計では，貸借対照表上に， 債務

者利潤等の名称で計上きれることはないが，名目価値による経済計算によって

返済を免がれた上記の差額だけ現金等が企業内に留保されることにより，それ

だけ利益額が増大し，したがって同時に計ヒ利益がそれだけ多〈計上されてい

ることになる。金マルク会計では，債務者利i閏は貨幣価値変動利益として明瞭

に区別して計上される。

たとえば， 買掛金1凹壱貨幣価値が半分に下落したときに支払った場合，名目資本

会計では，

<1音方) 買掛金 100 (貸方) 現金 100 
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の記帳がなされるだけであるが，金マルク会計では，

(借方) 貨幣価値修正 10日 (貸方) 買掛金 10日

(借方) 買掛金 200 (貸方) r現金

L貨幣価値変動益(債務者別潤〕

の記帳がお己なわれる。

100 

100 

固定資産については，非減価償却資産(土地)と減価償却資産とでは事情は

異な も

土地の場合は，イ Y フレー γ 宮ソの期間中ずっと継続保有されていて売却さ

れないならば，利益も損失も発生しない。名目資本会計によっても，金マノレグ

会計によっても損益が計上され血点は同様である。後者，金マノレク会計による

場合には前進法の場合)帳簿価額が現在の貨幣水準に修正されるだけであ

る。イ yフレ期間中に，土地を売却した場合には，名目資本会計では帳簿価額

と売価(貨幣価値換算額に等しいとき)との差額だけ架空利益が計上されるこ

とになる。(ただし，との土地を借金によって取得していた場合には，この差

額は債務者利潤の顕現であって架空利益ではない。)金マルク会計では， 架 空

利益は発生する己とがない。

たとえば，自己資金によって土地1000を購入し，貨幣価値が半分に下落したときに，

この土地を2000で売却したとすれば，名目資本会計では，

(借方) 現金 2000 貸方) r土地 1000 

l刑益(架空利益) 1000 

の記帳がおこ在われて架空利益が計上される。ただし，この土地を借入金によって購

入し，土地売却と同時に借入金を返済した場合には，さらに

(借方) 借入金 100日 (貸方) 現金 1000 

の記帳がおこなわれ，結局，のこヮた現金1000に上記利益が対応することになって，

上記利益は名目額による借入金返済によって生じた債務者利潤(実質利益〕を顕現し

たものであって架空利益ではなし、

金マルク会計では，上記のいずれの場合も，

(借方) 土地 1000 貸方) 貨幣価値修正 1000

(借方) 現金 2口00 貸方) 土地 2000 

の記帳がおこなわれて，朱空利益が計上されるーとはない。借入金につし、ての債務者
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利潤は，土地売却取引とは別個に明示される。

減価償却資産については，イ Yフレーショ Yの期間中，売却せずに継続保有

していた場合にも，名目資本会計では，取得価格(名目額)にもとづく減価償

却額とそれの現在貨幣価値換算額との差額だけ償却不足が生じ，それに相当す

る架空利益が訂上されることになる(ただし，この固定資産が長期借入金で購

入されているような場合には，償却不足相当額は債務者利潤の部分的顕現であ

って架空利益ではなしつ。金マノレク会計では， 架空利益が計上されるこ正はな

しL この固定資産の売却のきいには，土地の場合と同様の結果が生ずる。

棚卸資産については，インフレーショ Yの期間中，全く稀なことであろうが

かりに継続して保有しているとすれば，土地と同様，利益も損失も発生せず，

したがって名目資本会計の下でも架空利益は計上されなし、。棚卸資産が販売さ

れる場合には，名目資本会計では，取得価格(名目額)による売上原価とその

現在貨幣価値換算額との差額だけの架空利益が発生する。(ただし，この差額

は，仕入が掛買による場合，あるいは仕入資金を借入金によっている場合で，

それぞれ債務返済が売上時以降である場合には債務者利潤の顕現であって架空

利益ではない。)金マルク会計では架空利益が計上されることはない。

たとえば， 仕入価格10の商品を貨幣価値が労に下落したときに売価22.5で販売した

場合，名目資本会計では12.5の利益(このうち 5は架空利益)， 金マルク金計では7.5

の利益が販売時に計上される。ただし前者の場合，仕入が自己資金による現金買であ

れば，架空利益が5計上されることになるが，掛買による場合または借入金による場

合は，この 5は債務者矛山間の顕現であって架空利益でない。

名目資本会計による損益勘定 金マノレク会計による損益勘定

| 有ト車冊 15 士

売上原価 10 売上 22.5!  雌修品 売上 22.5 

利益 12.5 I 利益 日1

自己資本項目とくに当期純利益(または純損失〕には，以上にみるような資

産・負債に対するイソフ V-V"， Yの影響が集約的にあらわれる。資本金およ

び積立金は，法律によってそれに金マルク計算が適用され白限り，名目額のま

まで金マノレグ会計の場合でも計上される。(現在貨幣価値換算額との差額は，
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名目資本会計では計上されぬが，金7 ノレク会計では貨幣価値修E勘定として計

上される)。当期純利益(または純損失)は， 名木資本会計では時点を異にす

る貨幣価値による経常損益， 貨幣価値変動損益(イ γ フレ損益)， 架空損益の

集合物となる。金マノレグ会計では，架空損益は排除され，真の損益が，貨幣価

値変動損益と経常損益に区別して計上される。

以上のようにみるとき，名目資本会計による場合{/'フレ γ ョ Y期の財

務諾表に計上された当期純利益が架空利益である可能性はあるが，その必然性

はない。名目資本会計における計上利益は，貸借対照表では，期末純資産(名

目額)と期首純資産(名目額)との差額として算定される o (期中に資本の払

込・払出，利益の処分があるときは，これらはもちろん考慮されなければなら

ない。)またそれは， 損益計算書では， 売上マイナλ 売七原価マイナエベ営業諸

費用プラ λ営業外損益という算式で算定されるが，これらの各項目は名目額で

計上されるゆえ，時点を異にする貨幣価値額の集合である。しかし，これら財

務諸表には，売上，売上原価，諸費用(諸収益)が名目額で同 であれば，貨

幣価値変動損益の有無，その金額し、かんにかかわらず，つねに同ーの利益(名

目額〕が計上されるのである。したがって，それが架空利益であるか真の利

益であるかは，金マノレク会計による計上利益(経常利益プラス貨幣価値変動利

益)と比較してのみあきらかになる。このこと壱以卜の簡単な設例で示そう。

a) 期首に掛で商品1口JOを仕入れ， 貨幣価値が半分になった期末にその商品全部を

26口0で売却(現金売)した。期首に500の借入れ壱して， その借入金で耐周年数5年

の固定資産を購入した。期首に1500の貸付壱した。以上の取ヲ|巷期末の財務諸表に示

すと次のようになる。

名目資本会計による損益計算書
(以下PMP!Lと略す)

名目資本会計による貸借対照表
(以下PMB!Sと略す)

売上原価 100コ|売上

減価償却費 100 

利益 1500 

2600 現金

固定資産

貸付金

金

金

金

掛

入

本

益

買

借

資

利

問

削

問

2

1

 

1000 

500 

1500 

1500 
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金マルク会計による損益計算書

(以下GMP!Lと略す)

金マノレク会計による貸借対照表

(以下GMB/Sと略す〉

売上原価 2日日 1

減価償却費 200 

貨幣価値変動損

1500 

利益 400 

売上 2600 現金

固定資産

貸付金

2600 

800 

1500 

買掛金 1000 

借入金 500 

資本金 1500 

貨幣価値修lE1500 

利益 400 

貨幣価値変動益

1500 

この場合には，買掛金 借入金についての債務者利潤15日3と貸付金についての債権

者損失1500とは相殺されて，貨幣価値変動損益はゼロとなるので，架空利益1100(金

マルク計上利益400マイナス名目計上利益1500) は， 売上原価計止不足1000と減価償

却計上不足100の結果として生ずる。

b) a)の取引のほか， さらに期首に300の現金在高があり， それをそのまま期末ま

で保有した場合。

PMP!L PMB!S 

売上原価 1000 売上 2600 現金 2900 買掛金 1000 

減価償却費 100 固定資産 400 借入金 500 

利疏 1500 貸付金 1500 資本金 18∞ 
利益 1500 

GMP!L GMB!S 

売上原価 2000 売上 2600 現金 2900 買掛金 1000 

減価償却費 200 固定資産 800 借入金 500 

貨幣価値変動損 貨幣価値変動益 貸付金 1500 資本金 1800 

18日3 1500 貨幣価値修正 1800

利益 100 利益 100 

この場合の架空利益1400(1口口マイナス1500)は， a) の発生原因にさらに現金保有損

失300が加わって生ずる。

じ) a)の取引のあと，期末に買掛金を支払い，借入金を返済し，貸付金を取立て

た場合は，貨幣価値変動損益が宋実現損益から実現損益にかわるだけで計ト利益はか

わらず，損益計算書は a) と同じである。

金

日
一
本
益

町

盃

利

四

一

則

捌

q
L
 

産資

金

定

現

国

1500 

1500 

GMB!S 

現金 260C 資本金 1500 

固定資産 80C 貨幣価値修正 1500

利益 400 
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d) a)のケース壱， 仕入を掛でなく現金仕入に， 固定資産購入を借入金でな〈自

己資金によるものとする。

PMP!L 

上

L

一
上
失

売

川

町

一

売

損

∞
∞
∞
羽
瓦
∞

0

1

5

(

j

ヨ

1

1

2

t

 

動

費

費

変

価

却

価

却

値

原

償

原

償

価

上

価

益

上

価

幣

売

減

利

売

減

貨

2600 

p~担 B!S

現金 260C 資本金

固定資産 40C 利益

貸付金 1印)0I 

GMBjS 

現金 260C 資本金 3C凹

固定資産 8叩 貨幣価値修正 3000

貸付金 1500 

損失 1100 

3日'0

1500 

2600 

1100 

1500 

この場合には債務者利潤を全然獲得できず，債権者損失のみをと弓むるので，名目

資本会計では依然として1500の利益が計上されているが，実質的には2600の架空利益

の言十上となっている。

e) a)のケースを，貸付金なしの場合に変更する。

PMP!L PMB!S 

売上原価 1000 売よ 2600 現金 2600 買掛金 10川)

減価償却費 100 固定資産 400 借入金 500 

利益 1500 資本金 。
利益 1500 

GMPjL GMBjS 

売上原価 2000 売上 2600 現金 2600 買掛金 1000 

減価償却費 200 貨幣価値変動益 固定資産 800 借入金 5日D

却益 1900 15日D 資本金 O 

利益 1900 

この場合には，債権者損失なし債務者利潤のみを獲得するため，実質利益は19口。

であるのに，名目資本会計では1500しか利益が計上されていないので，架空利益の計

上どころか逆に400の秘密積立金の発生をみるのである。(貨幣価値低落にもとづく無

意図的秘密積立金設定が，とくに他人資木比率が高い場合におとなわれやすいと正

を強調するため，あえて資本金がゼロとなるケース告示した。)

以上の設~Jでは単純化のため，借入金利子を無視したが，期末に現金による利子支払

を想定すれば，名目資本会計では支払額だけ計上利益が少なくなり，金マルク会計では p

貨幣価値換算支払利子額の計上と，実現した貨幣価値変動益の計上がおこなわれる u
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以上の設例にみられるように，名目資本会計では，費用が現在の貨幣価値水

準でなく名目額で計上されることによって費用計上額が不足して(と〈に減価

償却費についていちじるししつ， 架空利益が発生する。他方，収益も現在の貨

幣価値水準でなく名目額で計上されることによって収益計上額が不足して(た

だし，一決算期間中の貨幣価値低落が激しくな村れは，費用計上不足額ほどの

影響はないといってよい。本楠の設OlJではこれを無視した。)架空損失が発生

する。これらは，帳簿上の利益・損失であって，真の利益・損失でなU、。しか

し，架空利益(架空損失差ヲl後)が発生しても，それが貨幣価値変動利益(貨

幣価値変動損失差引後)と等しければ，後者によって相殺されて，最終的結果

としては架空利益は計上古れない。(貨幣価値変動損失が貨幣価値変動利益を

上まわるときは， その差額だけ， 架空利益が追加計卜されることになる。)す

なわち，貨幣価値変動利益(債務者利潤)および収益計上不足額の和が，貨幣

価値変動損失(債権者損失)および費用計上不足額(上記設例では売上原価と

減価償却費〉の和と等しいときには，名目計上利益は決して架空利益を含んで

いない。さらに，前者が後者を上まわるときは，とくに会計操作をおこなわな

くても実質利益壱隠しているのである。

イY フ ν--./ョンの下で名目資本会計をおこなえば，費用(収益)の計上不

足は，通常の営業活動によって必然的に生ずるので，貨幣価値変動利益(損失)

を獲得しうるか否かが，架空利益の計上・不計上の重要な要因となる。実質利

益をさえ隠しているようなケースは，前述のようなとくに膨大な借入金をもっ

大企業の場合にみいだされる。そして，債権者損失の発生によってもっぱら架

空利益を計上しているのは，イ Y プレーショ y の進行につれて，取引条件の悪

化(現金買，前払金支払等)を甘受せざるをえなし、小資本・零細商人に限定さ

れることになるのである。当時のドイツにおいては，まさにシュマーレγノミツ

ノ、のいう 「架空利益壱もたぬ大企業と架空利益でふくれた小企業J'η という格

27) E. Schmalenbach， Die ste附 γliche Behandl蜘 g der Schei時叫間町 1922， S. 39ト

Dt:Tselbe， Golamarkbμan<r， 2.Aufl.， 1923， s. 29 
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差が生じていたのである。

以上のように，名目資本会計のもとで発生する架空利益は，上記の債務者利

i閏による相殺がおこなわれて，計上利益のなかになんらふくまれない場合があ

ることをあきらかにしたが，さらに，相殺がおこなわれず架空利益が当期純利

益として計上された場合でさえ，刺益処分も名目額でおこなわれるゆえ，利益

計上時と利益処分時の間の貨幣価値下落の程度、、かんによっては，その問にお

ける新たに債務者利潤(配当・租税などの処分利益の享受者に対する〉の発生

によって，新たに相殺されうるのである。当時のドイツのごとし貨幣価値卜

落の激甚な場合には，この新たに相殺によっ(，期末に架空利益が計上された

としてもその流山はほとんどがおこなわれなかったとみてよいであろう。(実

際には，続稿であきちかにするように，とくに大企業の場合には，それ以前に

固定資産・棚卸資産に対する秘密積立金の設定さえおこなわれ，架空利益が計

上されt，'と止はなかった土いってよい。〕

以上において，イ Y プレージョン期における名目資本会計によっても，架空

利益は発生するが貨幣価値変動利益によって相殺されうる場合があれ計上さ

れた利益がかならずしも架空利益であるとはかぎらないことを明きらかにし

た。またこのようにみるかぎり，本稿の冒頭に示した通説は，けっしてそのま

まとりうるものでないことが知られるはずである。

(1965. 12. 12) 


